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抄録 

本研究では，災害発生時の避難所生活において,車いす利用者や障がい者が直面した課題を明らかにす

ることを目的に，東日本大震災または西日本豪雨の被災経験があり,当該被災地域に在住している障がい

者の家族及び支援者12名を対象とした質問紙調査を行った.その結果，回答者の半数以上が1畳未満～3

畳のスペースにおいて避難生活を送り,日常生活動作のうち特に清拭動作やトイレ動作など，共有空間へ

の移動を要する動作における介助で困難さを生じていることが明らかになった． 

 

 

1. 緒言 

 我が国は他国に比べ地震，津波，火山噴火など

の自然災害が発生しやすい国土である 1）．またこ

れまで日本では多くの地域で地震災害が生じてお

り， 2011 年の東日本大震災では死者・行方不明

者が 2 万人を超える甚大な被害を及ぼした．また

本年 1 月 1 日にも令和 6 年能登半島地震が発生し

ている．災害が発生した際，障がい者や高齢者な

ど，自力で避難することが困難な人々が避難でき

ずに自宅に取り残されてしまうことや，避難所に

避難しても十分なスペースがないことやトイレの

利用に多くの困難が生じている 2）． 

さらに，東日本大震災での障がい者の被災状況に

おいて，宮城県については障がい者の死亡率

（2.6％）が全体死亡率（1.1％）の倍以上となっ

ており 3），水害をはじめ地震や津波など多様化す

る自然災害への対応において，障がい者の避難時

の課題が多く認められている．特に避難所や応急

仮設住宅においてはバリアフリー整備などが進め

られてきた 3）が，指定避難所は公立小中学校等の

公共施設であり避難所のバリアフリー環境は基本

的に整っているものの，実際の使用には困難が認

められ，多くの改善が必要であると考えられる．

さらに国際的には，災害や紛争時の避難所につい

て被災者の権利と被災者支援の最低基準を定めた

国際基準である「人道憲章と人道支援における最

低基準」（通称スフィア基準）には「1 人あたり最

低 3.5 ㎡の居住スペース」，トイレについては「20

人に１つの割合で設置、男女別で使えること」な

どが基本指標として記載されているが 4），障がい

者のためのスペースや環境に関する記述は少ない．

現在の日本の避難環境は、それらの難民支援基準

を下回るとの報告も認められている 5）．また高齢

者や障がいのある人，乳幼児等，特に配慮を要す

る者のために開設される福祉避難所は，福祉的な

支援を受けることができる施設やスペース等の位

置付けや在り方が不明確である等の課題もある 6）．

国際連合によると，障害者は災害のさまざまな段

階でのニーズに対処するための政府の努力が不足

しているため，災害に対してより脆弱であると報

告されている 7）． 

国内の避難所に関する先行研究として，有賀ら
8）は災害の被害を最小にするためには災害発生時

の地域社会の救援体制整備が不可欠であると述べ

ている．赤坂ら 9）は災害時における避難所管理シ
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ステムの開発に関する研究，大規模災害時に避難

所内において円滑に要配慮者のトリアージを運用

できるシステムを提案している．このように，災

害時における障がい者をはじめとした要配慮者へ

の支援体制や方法についての研究は認められるが，

避難所において車いす利用者や障がい者が日常生

活動作にどのような困難を生じていたのか詳細に

検討を行った研究は非常に少ない． 

本研究においては，避難所での生活に介助を要

する障がい者を対象とし，災害時における避難所

での生活においてどのような困難を有していたの

か，また困難さを解決するための方法を明らかに

することを目的とする．これらの研究意義として，

避難所で障がい者及びその支援者がより安心・快

適に過ごせる環境への支援の一助となることと考

えられる． 

 

2. 研究方法 

1）概要 

質問紙調査の対象者は東日本大震災，西日本豪

雨の被災経験があり，当該被災地域に在住してい

る障がい者のご家族及び支援者 60 名である．2022

年 5 月～2022 年 12 月までの期間において質問紙

を送付した．質問紙の質問項目においては愛知県

の「災害時における障害のある人への支援に関す

るアンケート調査」11）及び「避難に関する総合的

対策の推進に関する実態調査結果報告書」12）を参

考に作成した． 

研究を実施するにあたっては，ヘルシンキ宣言

を遵守し，対象者へ事前に研究の目的，方法及び

予想される不利益，自由意思による同意と撤回の

自由について説明を行い，同意を得た．同意の際

には，患者の選択権を侵さないよう細心の注意を

払って実施した．なお当研究は大阪府立大学大学

院総合リハビリテーション学研究科研究倫理委員

会の承認を得た（受付番号: 2021-210）． 

 

2）内容 

 送付した質問紙表は基本属性に関する質問,被

災時の避難状況に関する質問,被災時において障

がい者の避難に携わった状況についての質問から

構成される．その項目を以下に示す． 

 

 

（1） 基本属性に関する質問 

①回答者及び障がい者の性別②回答者及び障がい

者の年齢③被災時の災害名 

④回答者の職業⑤回答者と障がい者の関係⑥被災

当時の障がい者の障がい種別 

（2） 被災時の避難状況に関する質問 

①被災当時に避難した場所②避難所で割り当てら

れたスペース 

（3） 被災時に障がい者の避難に携わった状況

についての質問 

①障がい者の日常生活動作（移乗・移動・食事・

トイレ・洗面・更衣・清拭動作）において困難さ

を生じた動作について②障がい者の日常生活動作

における介助についての自由記載 

なお，①の質問項目に対する回答の選択肢は，以

下の通り 5 段階のリッカート尺度を用いた． 

1（とても容易）2（少し容易）3（普通）4（少し

困難）5（とても困難） 

 

3）解析および統計処理 

前述した内容の項目である（3）被災時に障が

い者の避難に携わった状況についての質問におけ

る①障がい者の日常生活動作（移乗・移動・食事・

トイレ・洗面・更衣・清拭動作）において困難さ

を生じた動作については，日常生活動作に関する

7 の変数から共通な因子を抽出するために，最尤

法での探索的因子分析解析を実施した．因子数の

決定については, スクリープロットを視覚的に確

認し固有値 1 以上の因子数とした. また, 回答者

数の補足は必要であるが，各因子に属する基準と

しては, 因子負荷量 0.4 以上を基準とした.なお，

カイザー・マイヤー・オルキンの標本妥当性の測

度は＞0.5 であることを確認した．いずれの検定

も有意確率 5%未満を有意差ありと判断した．こ

れらの統計学的解析は SPSS statistics ver.29を用い

て実施した． 

さらに，（3）における ②障がい者の日常生活

動作における介助についての自由記述を KH 

Coder 3 の共起ネットワーク分析で分析した．共

起ネットワーク分析の際，本研究では共起の程度

が強いコードを線で結ぶことで関連性を把握でき

る「サブグラフ検出」を用いて分析した．共起関

係が大きい円ほど出現数が多いことを示す 19）．さ

らに，樋口ら 19）によれば２つの集合間の類似性
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を表す指標の Jaccard 係数を用いることで，語と

語の関連をかなり正確に示すことが可能であり，

Jaccard 係数は「0.1 以上は関連がある」，「0.2 以上

は強い関連がある」，「0.3 以上はとても強い関連

がある」と解釈でき 19），本研究でもこれに基づい

て分析を実施した．また，集計単位は段落，Jaccard

係数は 0.2 以上を採用した 18）．  

 

3．結果 

1）研究参加者の基本属性について 

本研究においては 52 名から回答を得たが，同

一施設の出身者である 22 名及び，同一施設の出身

者である 19 名を除外し計 12 名（男性 6 名・女性

6 名）を有効回答とした．回答者の平均年齢は 60.0

±15.4 歳であった．また回答者が介護および支援

をした障がい者の平均年齢は 66.9±18.0 歳であっ

た．回答者の基本属性を表 1,対象者が介護した障

がい者の基本属性を表 2,被災種別を表 3，被災当

時の障がい者の障がい種別を表 4 に示す． 

 

表 1 対象者の基本属性 

個人属性     人数 比率（％） 

性別    

男性      6   50 

           女性      6   50 

年齢 

            40 代      2   17 

                     50 代      3   25 

                     60 代      3   25 

                     70 代      2   17 

 80代      1   8 

                     90 代      1   8 

職種 

                   介護施設職   3   25 

                      サービス業   3     25 

医療職      2   17 

                   福祉職     2     17 

                      無職      1     8 

                      その他     1     8 

障がい者との関係 

                   施設職員    3     25 

            看護師      1     8 

                       配偶者     1     8 

                       子ども     1     8 

                       支援者     1     8 

                       両親      1     8 

                       無回答     1     8 

                       施設利用者   1     8 

                       その他     2     17  

表 2 対象者が介護した障がい者の基本属性 

個人属性    人数 比率（％） 

性別    

                     男性      5   42 

                     女性      5   42 

                     無回答     2      17 

                 年齢 

40代      2   17 

 50代       1   8 

 70代      3   25 

                     80 代      2   17 

 90代      1   8 

 無回答       3     25 

 

            

表 3 被災種別 

                       人数   比率（％） 

被災種別    

              2011年東日本大震災   8    67 

              2018年西日本豪雨    4    33 

  

表 4 被災当時の障がいの種別（複数回答可） 

障がい種別            人数 

肢体不自由             8 名 

要介護 3以上            4名 

精神障害              4 名 

視覚障害              2名 

知的障害              2名 

発達障害              2名 

独居または高齢者のみの世帯在住   1 名 

聴覚・言語障害           1 名 

国及び地方公共団体指定の難病    1名 

認知症               1名 

その他               1 名 

  

 

2）被災時の避難状況について 

回答者及び障がい者が被災当時に避難した場

所を表 5,避難所で割り当てられたスペースを表 6

に示す． 

 

表 5 被災当時に避難した場所 

                人数   比率（％） 

避難所      6    50 

              福祉避難所    3    25 

              病院や施設    3    25   
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表 6 避難所で割り当てられたスペース 

                       人数   比率（％） 

1畳未満                 1         8 

1～3畳                  6    50 

           3～5畳                 3    25 

 回答者及び障がい者が別々の場所にいた    １        8 

無回答                         1         8  

 

3）被災時に障がい者の避難に携わった状況につい

て 

避難所で困難さを生じた日常生活動作（移乗・

移動・食事・トイレ・洗面・更衣・清拭動作）介

助において困難さを生じた動作を，リッカート尺

度を用いて尋ねた結果の数値を表 7 に示し，同様

の介助における自由記載の共起ネットワーク解析

を図 1 に示した．また自由記載の抽出語のうち，

「出現回数が 3 回以上であった語を表 8 に示す． 

 

表 7 困難さを生じた日常生活動作介助における数値 

項目            平均（±）標準偏差 

ベッド・床への移乗    3.25(±)1.48 

移動           3.67(±)1.30 

食事           3.42(±)1.51 

トイレ          4.00(±)1.41 

洗面           3.17(±)1.40 

更衣         3.25(±)1.14 

清拭                   4.17(±)0.94 

 

  

 

 

図 1 困難さを生じた日常生活動作介助におけ

る自由記載の共起ネットワーク解析 

 

 

表 8 困難さを生じた日常生活動作介助における自由記載の  

抽出語 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに表 7 の結果について行った因子分析の結

果について表 9 のパターン行列に示し，因子のス

クリ―プロットを図 2 に示す．なお，図 1 の共起

ネットワーク解析では Jaccard係数 0.2以上及び最

小出現回数 2 の語を使用し，総抽出語数は 462、

異なり語数は 189，分析に使用した語は 209 語(異

なり語数 135)であった．また異なり語数 135 語

について，出現回数の平均は 1.55，標準偏差 1.44

であった． 

表 9 パターン行列（n＝12） 

      項目           因子 1    因子 2 

ベッド・床への移乗    .778     .116 

移動           .995     .008 

食事           .135     .618 

トイレ          .978     -.068 

洗面動作                 .170         .875 

更衣動作                -.166        1.022 

清拭動作                 .794         .001 

因子抽出法: 最尤法   

回転法: Kaiser の正規化を伴うプロマックス法  

 

 

図 2 因子のスクリ―プロット（n＝12） 
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表 7 から，困難さを生じた障がい者の日常生活

動作介助においては清拭，トイレ，移動，食事，

更衣・移乗，洗面の順に数値が高いことが明らか

になった．さらに図 2 から，7 項目の日常生活動

作を移乗・移動・トイレ・清拭から構成される第

1 因子および，食事・洗面・更衣動作から構成さ

れる第 2 因子に分類できることが明らかになった．  

 

4． 考察 

 本研究では，災害時における避難所での生活に

おいて障がい者およびその支援者がどのような困

難を有していたのか明らかにすることを目的に質

問紙調査を実施した．東日本大震災または西日本

豪雨の被災経験がある障がい者のご家族及び支援

者に対して，被災時の避難状況や障がい者の避難

に携わった状況についての質問から構成される質

問紙を送付し,12 名より回答を得た． 

 障がい者の日常生活動作における困難さについ

ては，清拭やトイレ動作，移動の項目についての

困難さの度合いが高く，自由記載においても同様

の困難さについての記載が多くみられた．清拭，

トイレとも避難所にて割り当てられたスペースか

ら共用スペースへの移動を要する動作であること

から，移動および移動を要する日常生活動作への

困難さがより高いと考えられる．これらの結果に

ついて以下に考察する． 

 

1）障がい者が直面する避難所における課題につい

て 

 内閣府によると，介護保険制度における要介護

または要支援の認定を受けた人は令和元年度で

655.8 万人となっており，さらに要介護者などと

同居している主な介護者の年齢においては男性が

72.4％，女性では 73.8％が 60 歳以上であり「老老

介護」のケースが存在している 21）．本研究の回答

者の平均年齢は 60.0±15.4 歳であり，70 代以上の

回答者が全体の 3 割以上であったことから，60 歳

以上の高齢者が障がい者を介護しているケースも

多いと考えられる．さらに，障がい者の多くが肢

体不自由の障がいを有しており，さらに回答者の

半数以上が避難所で 1 畳未満～3 畳のスペースで

の生活を余儀なくされていたことから，被災時に

は狭小空間にて介助者の身体的介助を行っていた

と考えられる． 

 

2）障がい者の介助において困難さを生じる日常生

活動作について 

 障がい者の日常生活動作において困難さを生じ

た動作に関する因子分析の結果， 7 項目の日常生

活動作を第 1 因子および第 2 因子に分類できるこ

とが明らかになった．このうち第 1 因子は移乗・

移動・トイレ・清拭から構成される「移動を伴う

日常生活動作」であり，第 2 因子は食事・洗面・

更衣から構成される「移動を必ずしも伴わない日

常生活動作」であると考えられる．避難所ではト

イレやシャワーを多数の人と共有して使用するた

め，トイレ動作や清拭動作を行うためには個別に

割り当てられたスペースから共用空間へ移動する

必要があるが，表 4 から回答者が介護した障がい

者の多くが肢体不自由や要介護 3 以上などの障が

いを有しており，移動に介助や見守りを要してい

た可能性が高いため，第 1 因子の「移動を伴う日

常生活動作」において，より介助負担が増加して

いたと考えられる．    

また表 8 において 2 回以上抽出された語のうち

6 回抽出された「トイレ」「難しい」という語につ

いては，「和式の便器で要介護状態の高齢者が用を

足すことは難しかった」「何をするにも難しいこと

だらけだった」など避難生活においてトイレ動作

をはじめとした様々な動作に困難さを生じていた

ことが明らかになった． 

さらに図 1 から，困難さを生じた日常生活動作

介助に関しては「移動」「車椅子」「困る」「大変」

「避難」に強い共起性が抽出され，加えて「トイ

レ」「少ない」「洋式」「食事」「難しい」「使用」や

「入浴」「給水」「水」「来る」の項目にも強い共起

性が抽出された．入浴や清拭，トイレとも避難所

にて割り当てられたスペースから共用スペースへ

の移動を要する動作であることから，移動および

移動を要する日常生活動作への困難さがより高い

と考えられる． 

 

5. 結論 

本研究では，障がい者の家族および支援者が避難

所での生活において困難さを生じた日常生活動作

に関する自記式質問紙での調査を実施した結果，

特に清拭やトイレ，移動の介助動作に困難さを生

じていたことが明らかになった．さらに清拭，ト
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イレとも個別スペースから共用スペースへの移動

を要する動作であることから，移動および移動を

要する日常生活動作介助における困難さがより高

いと考えられる. 

 

6. 本研究の限界と展望 

 本研究の限界として，以下の点があげられる．  

まず，質問紙調査において，災害から時間が経過

しており当時の被災者が県外へ移住しているケー

スが多くあるなどの事情により，当初予定してい

た人数分の回答が回収できず，少ない回答数から

の解析を余儀なくされた．特に，避難所にて困難

さを生じた日常生活動作介助 7 項目について実施

した探索的因子分析解析においては，研究の精度

を高めるために，より多くの回答が必要である．

今後はさらに回答数を増やすとともに，日常生活

動作に関する質問および障がいの種別をより細分

化し，より細かく日常生活動作に関する困難さを

聴取する必要がある． 

 また,スペースに関する質問では「1～3 畳」と

いう回答が最多であったが,2 畳・3 畳のスペース

との回答もあったと考えられるため,今後はより

細かく聴取する必要があると考えられる. 

今後はリハビリテーション職種を中心に、災害

時に備え、平時からより負担の少ない日常生活動

作介助法について検討し,一般の方向けに啓発を

行っていくことが必要と考えられる. 
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